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■京都会場  2015年 11月 7日(土) 13時 
京都大学経済学部三番教室(法経東館 2階) 
■東京会場  2015年 11月 9日(月) 13時 
京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27階） 
 






2013～14 年の中国の自動車生産台数を生産国基準でみると,おおよそ 2200 万台前後であるが,メーカー基準
では 1100 万台程度となる｡では 2020 年にこうした数値はどのように変化するのか｡本シンポではその予測に
挑戦する｡ 
 
13:00-13:20  挨拶 
東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター  新宅 純二郎 
東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点長  丸川 知雄 
13:20-13:50 問題提起 
京都大学 教授  塩地 洋  生産国基準とメーカー基準 
13:50-15:20 第 1 部 2020 年の中国自動車産業 
野村総合研究所 上級コンサルタント 張 翼 2020 年の市場予測と中国メーカーの海外生産 
三菱総合研究所 首席研究員  野呂義久 2020 年の市場予測と中国メーカーの海外生産 
フォーイン   中国調査月報編集長 平野孝治 中国の商用車の競争力 
15:40-16:50 第 2 部 パネルディスカッション 
野村総合研究所 張翼/三菱総合研究所 野呂義久/フォーイン 平野孝治   司会 塩地洋 
16:50-17:00 閉会挨拶 
17:10-18:30 懇親会 
(みずほホール･法経東館地下 1 階)   参加費 2000 円(支援会会員は無料) 
参加の御申込は,塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jp に会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡シンポジウ
ムの参加費は無料,懇親会は 2000 円です｡ただし支援会会員は懇親会も無料です｡ 









時  間： 2015年 11月 17日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館地下 1階 みずほホール
AB 





































京都大学：中国経済シンポジウム 2015  
中国における新たな改革･開放政策の展開 
 
主催  京都大学東アジア経済研究センター 
共 催  人文科学研究所付属現代中国研究センター 
    後 援  京都大学東アジア経済研究センター支援会 
中国経済経営学会 
 
時   間： 2015年 11月 28日(土) 13:30～18:00 
場   所： 京都大学吉田校舎国際科学イノベーション棟 5階 
        シンポジウムホール 
使用言語： 中国語（日本語通訳あり） 













13:30-13:35  挨拶 
岩本武和（京都大学経済学研究科科長)  
 
13:35-13:50 問題提起：  
劉徳強（京都大学地球環境学堂/経済学研究科教授）「中国経済の発展段階：日本との比較」   
 
13:50-14:50 講演Ⅰ  
張  軍（復旦大学経済学院院長・教授）「中国経済の課題と今後の改革」 
 
14:50-15:50 講演Ⅱ 
李  実（北京師範大学所得分配研究院執行院長・教授）「中国における所得分配と内需拡大」 
 
15:50-16:00              コーヒーブレーク                 
 
16:00-17:00 講演Ⅲ 
  王躍生（北京大学経済学院教授）「シルクロード開発、AIIB と新たな対外開放」 
 
17:00-17:50  質疑応答 




李  実（北京師範大学教授） 
王躍生（北京大学教授） 
 




会 場： 京都大学吉田校舎国際科学イノベーション棟 5階 
参加費： 2000 円(東アジア経済研究センター支援会会員は無料) 
 




































上海街角インタビュー (100)   






 厚生労働省の統計によれば、平成 25 年 1 年間に企業が付与した年次有給休暇日数
（繰越日数は除く）は、労働者 1 人平均 18.5 日、そのうち労働者が取得した日数は 9.0
日で、取得率は 48.8％となっている。私もサラリーマン時代、年間 20 日の年休が付与
され、1 年間繰越が出来たので毎年、年度初めには 40 日の年休があった。毎年 40 日
あるということは年間 20 日以下の休みしか取っていなかったわけだ。 
 中国の有給休暇は労働法で、勤続 1 年以上 10 年未満は 5 日、10 年以上 20 年未満





１．20 歳代後半の女性 広告業勤務 
 私は勤続 1 年以上 10 年未満なので 5 日年休がありますが、全然足りないです。残
すなんてことは考えられません。年休は国の休日と連続させて旅行に使っています。 
 
２．20 歳代後半の男性 製造業勤務 
   私は江蘇省常州の出身です。勤続 7 年なので年休は 5 日間しかありません。全
部春節の帰省に使います。 
 
３．30 歳代前半の女性 日系商社勤務 
  私は 10 日間の有給休暇があります。5 日間は毎年家族で出かける長期旅行に使
います。 




４．50 歳代前半の男性 日系投資会社勤務 
  我社には国の規定の年休以外に会社の福利有給休暇があります。福利有給休暇は
1 年以上 10 年未満で 10 日間、10 年以上は 5 日間。10 年以上で 5 日間しかないのは、










５．40 歳代中頃の女性 製造会社勤務 
  私は勤続 23 年（途中会社はいくつか替わっている）なので毎年 15 日間の有給




６．30 歳代前半の女性 製造会社勤務 




７．40 歳代中頃の男性 会社総経理 











 求人サイトを運営する「前提無憂」が行った調査によれば（人民網 2015 年 2 月 9
日の記事）、中国のホワイトカラーの多くは有給休暇の日数が 10 日以内だが、約 6 割
が有給休暇を使い果たしていないという。また、未消化の有給休暇を現金で精算でき


























































 中国の国家統計局から発表された公式統計によると、この一年半余りの GDP 成長率は７％以上の水準



















李克強指数 = 工業用電力増加率×40% + 中長期銀行貸出残高伸び率×35%  
+ 鉄道貨物輸送量伸び率×25% 
 
  このような公式で計算すると、確かに、中国における李克強指数は 2014 年第 2 四半期の 7.3%から第





                                                   










しまう傾向があることがわかる。例えば、2003 年第１四半期から 2005 年第４四半期までの間、李克強
指数の方が公式発表された GDP の成長率より遥かに高かった。また、2009 年第 2 四半期から 2010 年
第 3 四半期までの間も、李克強指数は公式発表された GDP 成長率から上方へ大きく乖離した。同じよう
な現象が 2013 年第 3・第 4 四半期にも見られている。これに対して 2008 年第 4 四半期や 2012 年第 3
























































































































































































































































































































































るために、筆者は 2002 年第 1 四半期から 2013 年第 4 四半期までの期間を対象に、李克強指数に使われ
ている３つの指標を説明変数とし、中国の四半期実質 GDP を被説明変数として回帰分析（GLS）を行っ








                                                   
2 回帰式では、四半期ごとの違いをコントロールするため、３つの四半期ダミーを利用し、また、時間の推移に伴う変化



































































































































































































































































































































特に注目すべきなのは、この計測結果に基づいて計算された 2014 年第 1 四半期から 2015 年第 2 四半









っても、その増加分は 1985 年の中国の実質 GDP 総額よりも大きい。外国と比べると、2014 年のドル換
算した中国の GDP 増加分（8695 億ドル）はインドネシア一国の GDP 総額（8886 億ドル）にほぼ匹敵























                                                                                         
                                                   



































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年             
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
